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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１０ 杉山  諭（１１） １．富士市障害者就労施設等からの物品等調達について 

平成25年４月に厚生労働省から施行された、国等による障

害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に

基づき、富士市では、富士市障害者就労施設からの物品等調

達方針（以下、「物品等調達方針」という。）が定められてお

ります。 

富士市では、物品等調達方針に基づき、障害者就労施設へ

物品の購入や役務の発注をしております。 

しかし、昨年からのコロナ禍の中、行事やイベントなどが

中止となり、市内の障害者就労施設等で製造されたグッズや

お菓子などの物品の販売機会が失われ、障害者就労施設等も

苦慮していると考えます。 

法整備から８年が経過し、富士市における物品等調達方針

とその現状について、以下伺います。 

(1) 物品等調達方針では、障害者就労施設からの物品等調達

の目標を件数としておりますが、その理由を伺います。 

(2) 物品等調達方針に目標件数とともに目標金額を設定して

いただけないでしょうか。 

(3) 物品等調達方針では、富士市に属する全ての組織に対し

適用するとありますが、全ての組織（部及び課）で取り組

まれているか、令和元年度の実績及び令和２年度の見込み

と現状把握についての御所見を伺います。 

(4) 令和３年度の物品等調達方針の目標達成に向けて、これ

まで、現状把握からどのような取組を計画されているか伺

います。 

２．富士市新型コロナウイルス感染症対策宣言の活用について

富士市では、昨年から新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止対策として、コロナ禍において感染症対策を実施して

いただいている店舗を見える化するために、感染症対策宣言

事業を実施しております。 

この事業は、市が示す感染症対策を実施し、申請していた

だいた事業者に、感染症対策を実施していることが一目で分

かるステッカーやのぼり旗をお渡しするほか、特設ウェブサ

イトに公表しております。 

しかし、残念ながら感染症対策宣言事業は広がりを見せて

いない状況です。 

国内では、昨年末からの第３波の感染拡大に伴い、11都府

県に２回目の緊急事態宣言が発令されました。県内では、年

末年始の外出自粛要請とともに、富士市内の飲食店への営業

時間の短縮要請が実施されました。 

その後、川勝知事は、２月３日に実施した記者会見の中で

県民への不要不急の外出自粛要請を解除することを表明しま

した。 

市内飲食店などの事業者から支援要請が寄せられる中、市

民の皆さんにも安心して店舗に行っていただけるよう、以下
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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 

１０ 杉山  諭（１１） 伺います。 

小長井市長から市民の皆さんに、感染症対策宣言を実施し

ていただいている店舗の利用促進をお願いしてみてはいかが

でしょうか。 
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